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平成27年 人 60.45k㎡ 27 年 ( 人 ) 494 5,782 決 算 額 構成比 一般財 源等

平成22年 人 60.71k㎡ 国調(％) 2.4 28.0 2,689,010 9.8 2,549,602

増加率 ％ -0.43% 22 年 ( 人 ) 688 5,545 1,816,343 6.6 1,684,209

H30.3.31 人 （参考） 国調(％) 3.4 27.1 決 算 額 経常一般財源 3,401,862 12.4 1,112,218

H29.3.31 人 6,647,748 6,185,716 1,175,029 4.3 1,105,525

増減率 ％ 179,463 179,463 内 1,175,029 4.3 1,105,525

7,023 7,023 訳 0 - -

16,331 16,331

Ａ 16,608 16,608

Ｂ 815,220 815,220 2,465,010 9.0 2,048,082

Ｃ 41,723 41,723 349,811 1.3 309,356

Ｄ 41,977 41,977 3,080,485 11.2 1,253,117

Ｅ 2,950,137 1,255,710 2,321,303 8.4 1,878,659

Ｆ 1,255,710 1,255,710 155,409 0.5 12,626

Ｇ 309,792 4,069,703 14.8 1,768,886

Ｈ 1,384,635 0 - -

Ｉ 8,929 8,929

Ｊ 161,386

286,727 26,281 7,762,109 28.3 1,243,184

21,508 0 104,181 0.4 104,181

職員数 3,904,648 5,952,350 21.7 1,155,622

50 4,506 4,506 う ち 補 助 3,692,068 13.4 170,194 ① 自主財源比率 ％

272 1,189,794 う ち 単 独 2,260,282 8.2 985,428 ② 人件費比率 ％

18 307,668 34,937 1,809,759 6.6 87,562 ③ 義務的経費比率 ％

- 78,786 0 - - ④ 投資的経費比率 ％

- 5,038,865

322 ÷  (a) 4,605,289

987,004 10,689 2,793,191 10.2 2,653,783

1,684,300

定数 500,000 (千円）

1 ÷  (a) 決 算 額 構成比 一般財 源等 均等割

1 182,980 0.7 182,980 所得割

1 5,028,850 18.3 3,590,615

1 6,058,363 22.0 3,148,220

1 決 算 額 増 減 率 2,244,471 8.2 1,231,807

16 2,559,166 △ 1.4 50,614 0.2 38,994

内 2,111,434 1.4 1,786,670 6.5 648,849

訳 447,732 △ 13.1 272,924 1.0 127,800 法人税率

法適用 職員数 3,181,394 2.4 6,987,696 25.4 1,526,696

無 7 102,190 4.1 442,112 1.6 425,843

無 1 342,966 △ 9.0 1,430,263 5.2 1,166,364

有 1 462,032 2.9 1,809,759 6.6 87,562

有 10 1,175,029 4.3 1,105,525 現年課税分 合 計

- 1 - - - 99.0 97.0

- 8 99.5 97.8

無 3 99.3 97.6

事 業 名 収 支 額 普通会計からの繰入額

公 営 事 業 等 の 状 況 (千円）

事業勘定再差引収支額 511,449

27.9
100.0 13,281,255

固定資産税 21.4介 護 保 険 事 業 159,343 483,509

普通会計からの繰入額 332,727 市 税 計
6,647,748 100.0 0.3 6,295,725 合 計 27,469,731

諸 支 出 金 市 民 税 34.3後 期 高 齢 者 医 療 事 業 12,567 95,233

被保険者1人当り保険給付額 330
合 計

保険税収入額(1世帯当り) 170

公 債 費 区分 滞納繰越分水 道 事 業 81,042 58,135

7.0 - 災 害 復 旧 費 徴 収 率 ％特定公共下水道事業 49,320 505

被 保 険 者 数 8,863

農 業 集 落 排 水 事 業 3,630 79,371

加 入 世 帯 数 5,416 都 市 計 画 税

5.2

3,243,993 土 木 費 固定資産税 1.4/100

1.5 106,406 消 防 費

338,466 教 育 費

矢野目西 地区 土地 区画 整理 事業 60,936 194,057

実 質 収 支 558,608 軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

公 共 下 水 道 事 業 106,628 2,470,596

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 の 状況 (千円) 固 定 資 産 税 47.8

農 林 水 産 業 費 160千円   

法 人 分 6.7 346,458 商 工 費 9.7/100

均等割

3,000千円   150千円   

(千円，％）

400千円   50千円   

ラスパイレス指数(H29.4.1) 98.5 個 人 分 31.8 2,260,401

410千円   120千円   

議 会 議 員 H23.12.1 363,000 土 地 開 発 基 金 現 在 高 378,000 市 民 税 38.5 2,606,860

1,750千円   130千円   

議 会 副 議 長 H23.12.1 385,000 そ の 他 590,491 区 分 構 成 比 基準税額×100/75

議 会 議 長 H23.12.1 449,000 保 証 ・ 補 償 0 市 税

教 育 長 H26.4.1 664,000 物 件 等 購 入 1,820,877 総 務 費

3,500円

副 市 長 H26.4.1 763,000 債 務 負 担 行 為 額 2,411,368 議 会 費 6%
100.0 14,807,164 8,645,113

区 分

市

民

税

個
人

法

人

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

1.7 500,000 目 的 別 歳 出 適 用 税 率 の 状 況

市 長 H26.4.1 950,000 114.1%
合 計 28,995,640

区 分 適用開始年月日 一人当たり平均支給月額(円) そ の 他 3,194,768 うち臨時財政対策債

うち 人件費

特 別 職 等 政 府 7,401,602 地 方 債 5.8 500,000

1,502,345

地 方 債 現 在 高 10,596,370 諸 収 入 ① 3.4 197,434

合 計 27,469,731 100.0 13,281,255
合 計 87,946 273,124 211.2% 繰 越 金 ① 15.9

失 業 対 策 事 業 28.26

臨 時 職 員 - - 特 定 目 的 13,493,487 繰 入 金 ① 17.4 1,411,255

災 害 復 旧 事 業 26.45

教 育 公 務 員 - - 減 債 637,107 寄 附 金 ① 0.3 48,893

15,524 9.79

う ち 技 能 労 務 職 5,021 278,922 財 調 5,489,608 財 産 収 入 ① 1.1 300,085

4,506 43.31

職 員 そ の 他 74,529 274,004 積 立 金 現 在 高 19,620,202 県 支 出 金 4.1

内

訳

普 通 建 設 事 業

一 般 消 防 関 係 13,417 268,342 実 質 公 債 費 比 率 -1.4% 国 有 提 供 交 付 金 0.0

11,821,147 8,624,868

区 分 給料月額(千円) 一人当たり支給月額(円) 起 債 制 限 比 率 3.1% 国 庫 支 出 金 13.5 57,215

合　計 合　計
100.0

一 般 職 員 等 公 債 費 比 率 5.37% 手 数 料 ① 0.1 0 うち人件費

経常一般財源比率(c)/(a) 93.1% 使 用 料 ① 1.0 44,748 投 資 的 経 費 ④

7,270,726 4,719,405 3,987,910 43.6
10実質単年度収支 (Ｆ＋Ｇ＋Ｈ-Ｉ) 697,726 △ 2,382,972 単 年 度 収 支 比 率 F/(a) -10.6% 分 担 金・ 負担 金①

交 通 安 全 交 付 金 0.0 8,929
小 計 12,441,721 45.2

0.6 0

1,384,635 前年度繰上充用金 - - -

9積立金取崩し額 458,819 1,402,563 実 質 収 支 比 率 Ｅ /(a) 15.7%

1,221,889 990,640 10.8

8繰上償還金 0 0 財 政 力 指 数 0.83 震 災 4.8

0.0

7積立金 5,491 4,467 経常収支比率 (b)/(c)+(d)+(e) 94.3% 特 別 1.0 309,792 繰 出 金

普 通 4.3 1,255,710 投資及び出資金・貸付金 142,783 06単年度収支 1,151,054 △ 984,876 臨 時 財 政 対 策 債 (e) 500,000
内
訳

10.1 2,950,137 積 立 金 -5実質収支 (Ｃ－Ｄ) 2,439,712 1,454,836 減 税 補 て ん 債 (d) 0 地 方 交 付 税

0.1 41,977 補 助 費 等 957,958 859,301 9.44翌年度へ繰り越すべき財源 3,395,577 71,073 経 常 一 般 財 源 (c) 8,645,113 地 方 特 例 交 付 金

0.1 41,723 維 持 補 修 費 326,130 285,951 3.13歳入歳出差引額 (Ａ－Ｂ) 5,835,289 1,525,909 経常経費充当一般財源(b) 8,624,868 自 動 車 交 付 金

2.8 815,220 物 件 費 2,070,645 1,852,018 20.32歳出総額 22,413,238 27,469,731 標 準 財 政 規 模 (a) 9,290,509 地方消費税交付金

7,101,742 4,636,958 50.7
1歳入総額 28,248,527 28,995,640 標 準 税 収 入 額 7,351,666 株式等譲渡所得割交付金 0.1

0.1 16,331
小 計 ③ 7,265,901 26.5 4,767,345

16,608

区 分 平成28年度(千円) 平成29年度(千円) 基 準 財 政 需 要 額 7,014,309 配 当 割 交 付 金

12.1

基 準 財 政 収 入 額 5,753,066 利 子 割 交 付 金 0.0 7,023 一時借入金利子 - - -

地 方 譲 与 税 0.6 179,463 元 利 償 還 金 1,167,894 1,105,525台帳 △ 0.21 　H12国調人口 41,407人 区 分 指 数 等 ( 千 円 ）

22.9 6,647,748 公 債 費 1,167,894 1,105,525 12.1

一 般 財 源 扶 助 費 3,325,439 1,052,122 11.5

基本 44,289 　H17国調人口 43,921人 地 方 税 ①

1,753,352 1,628,998 17.8

住民 44,196 69.5 区 分 構成比

1.11 　　7.17　　％　 14,232 歳 入 の 状 況 (単位：千円，％） う ち 職 員 給

経常的経費 経常経費充当一般財源 経常収支比率

44,187 15,519　　世帯　 69.6 人 件 費 ② 2,608,409 2,479,311 27.1

性 質 別 歳 出 (千円，％）

国
 

調

44,678 16,631　　世帯　
就
業
人
口

14,401 旧新産・市町村圏 退職手当・し尿処理・ごみ処理・その他 区 分

人 口 世　帯　数 産業構造区分 第 3 次 指 定 団 体 等 の 状 況 一 部 事 務 組 合 の 加 入 状 況

平 成 29 年 度 決 算 状 況
コ ー ド 番 号 ０４２１１１ 市 町 村 類 型 Ⅰ　－　３

市 町 村 名 岩 沼 市 交 付 税 種 地 区 分 Ⅱ　－　４


